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１.はじめに
　現代の技術は日進月歩であり，貴重な技術を保護する
ために，知的財産（以下，知財と称す）への意識を高め
ることは益々重要となっている．そのため知財教育の重
要性がクローズアアップされ，知財関連科目の開設や自
主的な取り組みが促されている１）．また文部科学省の調
査２）によれば，知財関連の授業は増えている傾向が見ら
れる．さらに産業界からも工学部における知財教育が期
待されているが３），工学部では，専門科目教育（特に実
験実習）に多くの時間が必要であるため，知財教育には
十分な時間がとれない状況である．東京理科大学工学部
経営工学科・情報工学科では30時間２単位の講義「知的
財産法」（以下，知財法と称す）を実施しているが，時間
的に十分とは言えない．そこで，講義の補完となるよう，
対面講義をビデオ撮影し，各種の機能をつけて学習支援

システムとして開発し，運用してきた４）．また講義を受
講していなくても，自習として知財を学べるようARCS
モデルを使ったシステム５）や法律条文が論理式で表現で
きる６）−８）などことを活かして，計算機が法律の演習問題
の解を一意に求めることのできるシステムを自習用シス
テムとして開発してきた９）．こうした自習用システムは
論理的思考の得意な工学部学生には好評であったので，
内部制御構造として論理式を持つだけでなく，ユーザイ
ンタフェース（以下，UIと称す）にも論理式や論理回路
を使ったシステムに改良したところ，工学部学生には高
評価であった４），１０），１１）．そこで対面講義と併用する学習
支援システムの演習部分にもこれを取り入れることにし
た．このように自習用学習支援システムも講義併用学習
支援システムも随時改良を加えながら，開発，運用して
いる４）．
　先行研究４）では，どのような学習スタイルを持つ学生
がどのようなシステム（従来型，論理式，論理回路UI）
を好むかを主に2018年度の講義受講生を中心に分析し
た．本稿では，過去５年間（2013年～2017年度）の知財
法講義ビデオに各種演習機能を付加した学習支援システ
ムの利用状況と知財法に関する知識獲得状態の関係につ
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いて分析する．具体的には，まず簡単にシステムの概要
を述べた上で，５年間に２単位科目「知財法」を受講し
た学生が，どの程度ビデオシステム，演習システムを利
用したかを分析する．そして学生のシステム利用状況と
知識獲得状況の関係を分析して，今後の学習支援システ
ム開発と授業実践方法を検討する．

２.講義ビデオを主体とした学習支援システム
２.１　システム概要
　東京理科大学工学部経営工学科・情報工学科におけ
る「知財法」の講義は全てビデオで撮影しており，講義
と併用して使う学習支援システムとしている．講義を休
んだとき，出席していてももう一度見たいときにビデオ
を見ることができるので，その運用目的の第一は「補習
用」である．講義内容に応じた演習システムも付加して
おり，法律条文が論理式で表現できることを利用した法
律条文学習システム，それと内部制御構造的に同じであ
るが，UIに論理回路素子を利用した法律条文学習システ
ムなども開発・運用している．つまり一歩進めて勉強し
たい学生向けには，演習も行うことができるようになっ
ていることから，目的の第二は「講義内容の演習」「講義

で扱わなかった条文学習等の応用的な内容の学習」であ
る．
　受講者は講義映像（対面講義をビデオ撮りしたもの），
講義中に行った小テストのpdf，演習ページなどを利用
できる．2016年度までの演習システムは多肢選択式で解
を入力するもので，正誤のフィードバックや解説ページ
もあった．一方，著者らは知財法の講義のための学習支援
システムとは別に，法律条文が論理表現できる６）−８）など

ことを利用して，計算機が論理式で解を求め，学習者の
入力した解と比較して正誤をフィードバックでき，かつ
UIにも論理式や論理回路を使って法律条文を学べる自
習用システムも開発している９）．そのシステムは理系学
生に好評であったことから，2017年度より論理式を使っ
た演習システムを搭載し（図１；「自然法則を利用∧技術
的思想∧創作∧高度⇒発明」など，条文が論理表現でき
ることを利用した内部制御構造となっている），2018年度
からはUIに論理回路を使ったシステムも搭載している

（図２）４），１０），１１）．演習問題が正解の場合，問題の解説が表
示され（論理式表示を含む），不正解の場合は問題のヒン
トが表示されるようになっている（論理式表示を含む）．

図１　論理式を使った演習ページ例４） 図２　論理回路を使った演習ページ例４）

表１　システムへのログイン状況
最終試験受験者数 ログイン総数（回数） ログイン人数 ログイン割合 ログイン延べ日数 ログイン延べ人数

2013
一部 40 183 27 0.675 32 98
二部 15 160 12 0.800 55 112
合計 55 343 39 0.709 87 210

2014
一部 62 363 44 0.710 48 253
二部 10 98 10 1.000 52 81
合計 72 461 54 0.750 100 334

2015
一部 22 112 16 0.727 34 75
二部 26 261 24 0.923 81 202
合計 48 373 40 0.833 115 277

2016
一部 5 8 2 0.400 5 5
二部 17 59 9 0.529 31 52
合計 22 67 11 0.500 36 57

2017
一部 12 58 9 0.750 21 39
二部 18 188 17 0.944 59 162
合計 30 246 26 0.867 80 201
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２.２　�過去５年間（2013年～2017年）の学習支援シ
ステムへのログイン

　各年度の受講者数とシステムへのログイン数を表１に
示す．履修登録のみ行い，講義には一度も出なかった学
生が各年度１～３名いたので，それらの学生がシステム
にログインする可能性はなかったと判断し，「最終試験
受験者」を表１には記載した．「ログイン総数」は，同
一人が１日に何度もログインしたならば，それを全て回
数と数えたものである．「ログイン人数」は，最終試験
受験者中，一度以上ログインした人数，「ログイン割合」
はログイン人数／最終試験受験者数である．「ログイン述

べ日数」は，一人以上ログインした日数のカウントであ
り（図３～６の横軸の日付数に一致），「ログイン述べ人
数」は，一人以上ログインがあった日に何人ログインが
あったかをカウントして足したものであり，この場合一
人の学生が一日に何度もログインしていても，あくまで
もその日のその学生のログインは１回としてカウントし
ている（図３～６の総度数となる）．受講者が極端に少な
かった2016年を除き，ほぼ7割以上の学生がシステムに
ログインしていることがわかる．システムへのログイン
は全くの自由で何らの強制はしていないが，よく利用さ
れていたと言える．
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図３　2013年度の一部（昼間部）学生ログイン人数の推移
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図５　2017年度の一部（昼間部）学生ログイン人数の推移
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図６　2017年度の二部（夜間部）学生ログイン人数の推移
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図４　2013年度の二部（夜間部）学生ログイン人数の推移
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２.３　システムへのログイン推移状況
　システムへのログイン推移について，2013年度と2017
年度の例を図３～６に示す．点線は５日間ごとの移動平
均である．一部（昼間部）学生は中間試験と期末試験の
ときに集中してログインする傾向があるが（移動平均で
ピークが２つ），二部（夜間部）学生は，常時ログインし
ている人がいる傾向にあった（移動平均ではピークが複
数，または平坦になる）．またログイン延べ日数はどの年
度も二部学生の方が多かった．2014，2015年度もほぼ同
様であったが，2016年度は受講者が極端に少なかった一
部学生については，５日間しかログインがなく（表１参
照），移動平均等を取ることはできなかった．二部学生
のログインが多かった理由として，二部には社会人の学
生がおり，仕事の都合で講義に出られず，何人かの学生
が頻繁にビデオを見ていたことと，例年わずかではある
が，学習意欲の非常に高い学生が存在して熱心にシステ
ムを利用するからであると考えられた．二部学生では移
動平均で，中間試験と期末試験時の明らかなピークが表
れないことも特徴的である．
２.４　2017年度のシステム利用時間と成績
　2017年度のビデオシステム利用時間の総合計と演習シ
ステム利用時間の総合計を表２に示す．ビデオシステム
は90分の講義を録画したものなので，高速再生や早送り
はできるが，演習システムより長時間使うことになった
ようである．　
　次に，システムの利用時間と最終知識獲得状況（テス
トの点数のみで，出席状況，講義中の課題などを含む成
績ではない；以下，テスト得点と称す）との相関を表３
に示す．表３では，ビデオ，演習システムともに全く利
用していない学生を含み，全学生を対象に分析した．結
果は，いずれもやや弱い正の相関であった．また，無相
関の検定を行った結果，有意水準p<0.05で，ログイン
回数と演習システムに対しては相関の有意性が確認され
た．さらに，ビデオ，演習システムを全く利用していな 
い（利用時間0分の）学生を除外し，相関を分析した結
果を表４に示す．結果として，ビデオシステムについて
はやや弱い正の相関，演習システムに対しては正の相関
が得られた．同様に無相関の検定を行った結果，演習シ
ステムに対してはp<0.05で相関の有意性が確認された．
以上より，ログイン回数，ビデオシステム，演習システ
ムはテスト得点に関係しており，特に演習システムを利
用した学生群においては，演習システムとテスト成績に
関係性があることが示された．
　次に，テスト得点が高かった学生と低かった学生の
システムの利用時間を比較した．30名の受講者のうち，
得点が「90%以上」の学生が８名，「60%未満」または 

「60%以上70%未満」の学生が８名であったので，これを
上位群，下位群の２群として比較した．結果を表５に示
す．平均値から見ると，上位群（テスト得点のよい学生）
が下位群（テスト得点の悪い学生）よりログイン回数が
多く，ビデオシステムを長く利用し，演習システムも長く
利用していた．分散が大きいため，統計的に有意な差は
ログイン回数のみであったが，ビデオシステムと演習シス

テムの利用時間もp値は６%～10%程度と有意な傾向は
認められた．もともと意欲や能力の高い学生がシステム
を多く使ったとも考えられるが，少なくともシステムの利
用とテスト成績には何らかの関係があると思われた．そ
こで次章では，どのような知識獲得にビデオシステムや
演習システムが役立っているかを検討することにした．

３.知識獲得とシステム利用の関係
３.１　基礎的知識と応用力の獲得状態
　国家試験に知的財産管理技能検定（以下，知財検定と
称す）がある．例えばその３級試験の場合，「学科」「実
技」に分かれているが，いずれも筆記試験である．学科
試験はいわゆる法文ベースでの知識や用語に関して，例
えば，空欄に入る語彙を問う問題で，「この法律は，発
明の保護及び利用を図ることにより，発明を奨励し，も
って 　　の発達に寄与することを目的とする」とあっ
て，３つの解答選択肢から１つ選択するような形式であ
る１２）．また，実技試験は実際に知財実務における経験に
照らして解答すべきもので，いくつかの条文を組み合わ
せて，条件を整理し，問題として出題されている文章が
特許の要件を満たしているかどうかなどを解答する必要
がある．例えば正解解答選択肢として「タオル掛けＡに
ついて自社内の研究所で製品の設計を完成し，試作品を
製造した後7ヶ月経過しているが，発表はまだ行われて
おらず，発売も開始されていない」１２）を選択する場合に
ついて考える．この場合，新規性に関する条文，新規性

表２　システム利用時間総合計
（　）内は標準偏差

ビデオシステム 演習システム
79：56：51（5：06：51） 22：20：58（1：29：05）

表３　システム利用時間とテスト得点の相関係数
全学生を対象とした場合（n=30）

ログイン回数 ビデオシステム 演習システム
0.472（p=0 .008） 0 .348（p=0 .060） 0 .369（p=0 .045）

（　）内p値は無相関の検定による有意確率

表４　システム利用時間とテスト得点の相関係数
利用していない学生を除外した場合

ビデオシステム（n=22） 演習システム（n=26）
0 .393（p=0 .070） 0 .432（p=0 .028）

（　）内p値は無相関の検定による有意確率

表５　テスト得点の高低とシステム利用時間の関係
（表のセル内下段（　）内は標準偏差）

テスト得点 ログイン回数 ビデオシステム 演習システム
上位群の平均
値（n=8）

15 .00
（11 .225）

6：13：01
（7：09：27）

1：23：23
（1：48： 1）

下位群の平均
値（n=8）

5.00
（5 .880）

0：36：47
（0：55：41）

0：12：14
（0：18：13）

上位者と下位
者の平均値の
差の検定p値

0.042＊

（ｔ検定）

0.063
（ウェルチの

ｔ検定）

0.107
（ウェルチの

ｔ検定）
＊p<0.05
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の例外に関する条文等を組み合わせて解を考える必要が
ある．国家試験は解答選択肢方式であるが，今回の著者
らの実践でのテスト問題としては，実技試験問題のよう
な応用問題の場合，解答選択肢方式であれば，それを選
択する理由を記述させたり，もともと記述式で出題した
りした．本稿では法文ベースの知識を「基礎的知識」，そ
の上に成り立つ知財検定の実技レベルの試験のような問
題を解く力を「応用力」と呼ぶことにする．そして，こ
こでは「基礎的知識」「応用力」のテスト得点とシステム
利用時間の関係を検討した．学生の問題群への得点とシ
ステムの利用時間の相関係数を表６に示す．
　また，問題群の情報として，基礎・応用の別，問題の
出題形式を表7に示す．そして，表６，7から基礎的な問
題の得点は，ビデオシステム利用時間が長い学生の方が
高い傾向があり，また応用的な問題の得点は演習システ
ムの利用時間が長い学生の方が高いことがわかる．また，
難易度の高い問題（正答率が特に低い問題）群である５
群，８群には演習システムの使用が効果的であり，正答
率が50%未満である7群でも同様であった．またこれは
基礎的な問題群の中では最も正答率の低かった３群でも
その傾向が見られることがわかる．また，出題形式が選
択式の問題の場合，システムへのログイン回数，ビデオ
システム利用時間，演習システムの利用時間はいずれも
テスト得点との相関がほとんど見られなかった．つまり，
本システムのうち，ビデオシステムは，基礎的な知識の
獲得に，演習システムは応用的な力や難しい問題への解
答力の育成に役立つのではないかと考えられた．これら
をまとめると，以下のようになる．
　ビデオシステム→ 基礎的知識の獲得，易しい問題の解

答力の育成
　演習システム→　 応用力の獲得，難易度が高い問題の

解答力の育成

３.２　今後の授業実践でのシステム利用のあり方
　ビデオシステムが基礎的知識の獲得に，演習システム
が応用力の獲得に関係がある理由について，学生のシス
テムへの主観的評価から検討した．
　いずれの年度においても，講義の初回と最終回にアン
ケートを行っている．講義全体に関してさまざまな質問
項目を用意しているが，学習支援システムに対する評価
も尋ねている．ビデオシステムについては，「講義で聞き
そびれたところを確認できる」「早送り，巻き戻しなど自
分のペースに合わせることができる」などが肯定的評価
の理由であり，2017年度から導入している論理式を使っ
て法律条文を学習する演習システムに対しては「わかり
やすい」「見やすい」「理解しやすい」「良い」という評価
語が多かったが，代表的意見は下記のような内容であっ
た．
・図的に理解できるので，理解しやすい
・論理式から答えの導き方の過程もわかるのでよい
・論理式で示すことで，それぞれにどのようなつながり

があるのかわかるのでよい
・論理式を学んだとき，何に役立つのかわからなかった

が，こういうシステムを作ることができることに驚い
た

・法令文が視覚的にとらえられるところがよい
　つまり，法律条文を論理式で示した演習システムは，
法律条文相互の関係が論理式でわかりやすくなり，答え
の導き方の過程（プロセス）がわかるようになると考え
られる．これは元々論理式を用いて作成した自主学習支
援システム９）は，知財法の問題解決過程モデルを提案し
た上で構築したものであり，解を導出するプロセスを段
階的に表現したものであったから，今回の実践結果は，
論理式を使ったシステムの目的は達せられていることを
示していると言える．
　基礎的知識は本来講義を聞いていれば得られると考え
られるが，さらにビデオシステムで講義内容を定着させ，
演習システムで応用的な知識や問題解答力を育成できる
ことが示唆された．したがって，今後の授業実践では講
義ビデオ配信だけでなく，論理式や論理回路を使った法
律条文学習システムを，今後さらに発展させ，演習問題
数も充実させていくべきであると思われた．

４.まとめと今後の課題
　著者らは知財法の講義を実践するにあたり，講義の補
完を目的として，講義を受講している学生が自由に利用

表7　テスト得点を分析した問題群
問題群 レベル 問題形式 特許 実用新案 意匠 商標 著作権 法律全般 正答率
１群 基礎 小問集合（選択式） ○ 　○ ○ ○ ○ 　○ 0.614
２群 基礎 簡単な記述 ○ ○ 0.557
３群 基礎 簡単な記述 　○ ○ 0.534
４群 基礎 簡単な記述 ○ 　○ 0.626
５群 応用 記述 ○ 　○ ○ 0.282
６群 応用 記述 ○ ○ 　○ 0.615
7群 応用 記述 ○ ○ ○ 0.489
８群 応用 記述 ○ ○ ○ 0.210

表６　テスト得点とシステムの利用時間の相関
問題群 ログイン回数 ビデオシステム 演習システム
１群 0.134 　0 .149 0 . 070 
２群 0.532＊＊ 　0 .505＊＊ 0 .189 
３群 0.283 −0 .009 0 .289 
４群 0.373＊ 　0 .436＊　 0 .108 
５群 0.639＊＊ 　0 .300 0 . 419＊ 
６群 0.488＊＊ 　0 .031 0 . 303
7群 0.552＊＊ 　0 .225 0 . 454＊

８群 0.500＊＊ 　0 .146 0 . 425＊

無相関の検定　＊p<0.05　＊＊p<0.01
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することのできる学習支援システムを開発・運用してい
る．本稿ではまず開発・運用しているシステムについて
簡単に紹介し，次にこの講義を受けた工学部学生の過去
５年間（2013年～2017年）のシステムの使い方とその成
績，知識獲得状況を分析した．その結果，一部（昼間部）
学生の場合，中間試験や期末試験前の利用が多く，移動
平均をとった場合にピークが２回見られるのに対し，二
部（夜間部）学生の場合は常時ログインしている人が常
にいる傾向があり，移動平均のピークも複数回，あるい
は平坦になる傾向があった．また2017年度について，︵ａ︶
ログイン回数，︵ｂ︶ビデオシステム利用時間，︵ｃ︶演習シ
ステム利用時間，と成績の関係を分析した．その結果，
基本的な知識の定着には，ビデオシステムが役立ち，応
用的な力の育成には演習システムが役立つと思われた．
本結果は相関であり，因果関係でないため，元々本領域
が得意な学生（潜在的に高得点を取る学生）が本システ
ムを長く使ったとも言えるが，この場合でも本領域をよ
く理解している学生がこれらのシステムに価値があると
思い長時間使ったとも言えるから，本システムが知識獲
得に役立ったと言えると考える．また，論理式を用いて
法令文を学習する演習システムは，工学部学生には好評
であり，これを使うことにより，法令文が理解しやすく
なることが示唆された．年度によって受講者数が異なる
が，傾向はほぼ同じであった．現在のシステムでのログ
は，演習システムをどのくらいの時間使っているかしか
わからず，ページ遷移以外の演習システムの使い方につ
いては分析できていないので，今後はシステムを改良し，
例えば，2018年度から利用しているUIが論理回路である
図２であれば，どのような順序で１と0を入力したかの
ログをとれるようにし，その分析を進めたい．
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